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伊方3号機発電用原子炉設置変更許可申請書（平成25年7月）

添付書類八「変更後における発電用原子炉施設の安全設計に関する説明書

1.5.7.7「実用発電用原子炉及びその付属施設の位置、構造及び設備に関する規則」に対する適合（抜粋）

1

安全施設は、設計基準において想定される自然現象（地震及び津
波を除く。）が発生した場合においても安全機能を損なわないよう設
計する。また、重要安全施設は、大きな影響を及ぼすおそれがある
と想定される自然現象により当該重要安全施設に作用する衝撃及
び設計基準事故が発生した場合に生ずる応力を適切に考慮して設
計する。

想定される自然現象としては、地震、津波の他、敷地の自然環境に
基づき、洪水、風（台風）、竜巻、凍結、降水、積雪、高潮、落雷、地
すべり、火山の影響、生物学的事象及び森林火災を想定する。

(3)竜巻

気象庁「竜巻等の突風データベース」（1961～2012年）に基づき、

竜巻検討地域における過去に発生した竜巻による最大風速及び竜
巻最大風速のハザード曲線による最大風速によって定めた基準竜
巻の最大風速は69m/sである。伊方発電所の立地する地域特性か

ら地形効果による割り増しは必要ないため、設計竜巻の最大風速
は69m/sである。

竜巻防護施設は、耐震設計上の重要度分類における耐震Ｓクラス
の設計を要求される設備（系統・機器）、建屋及び構築物等とし、

適合状況

安全施設は、想定される自然現象
（地震及び津波を除く。次項におい
て同じ。）が発生した場合においても
安全機能を損なわないものでなけれ
ばならない。

重要安全施設は、当該重要安全施
設に大きな影響を及ぼすおそれが
あると想定される自然現象により当
該重要安全施設に作用する衝撃及
び設計基準事故時に生ずる応力を
適切に考慮したものでなければなら
ない。

１

２

新規制基準の項目※１

※１：「実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則 」第六条（外部からの衝撃による損傷の防止）

以下同様。

１． 新規制基準およびその適合状況（竜巻） 1/2



伊方3号機発電用原子炉設置変更許可申請書（平成25年7月）

添付書類八「変更後における発電用原子炉施設の安全設計に関する説明書

1.5.7.7「実用発電用原子炉及びその付属施設の位置、構造及び設備に関する規則」に対する適合（抜粋）

2

設計竜巻の最大風速等から設定した設計竜巻荷重に対して、構造
健全性等が維持され安全機能を損なうおそれがない設計とする。

また、発電所内の屋外に仮置きされている鉄骨材、鉄パイプ等を固
縛する等の飛散物防護対策により、竜巻防護施設は安全機能を損
なうおそれがない設計とする。

竜巻防護施設に波及的影響を及ぼし得る施設については、設計竜
巻の最大風速等から設定した設計竜巻荷重に対して、竜巻防護施
設の安全機能の維持に影響を与えない設計とする。

適合状況新規制基準の項目※１

１． 新規制基準およびその適合状況（竜巻） 2/2



原子力規制委員会の定める設置許可基準規則 第６条に関連して、原子炉施設の供用期間中に極めてまれに発生する突

風・強風を引き起こす自然現象としての竜巻及びその随伴事象等によって原子炉施設の安全性を損なうことのない設計で

あることを評価するための「原子力発電所の竜巻影響評価ガイド（以下、「ガイド」という。）」に基づき竜巻影響評価

を実施する。

図 竜巻影響評価フロー

11月14日第47回

審査会合にて審査

今後の国の審査の
状況によっては内

容の変更あり

評価対象施設の抽出
・竜巻防護施設
・竜巻防護施設に波及的影響を及ぼし得る施設

設計竜巻の設定

・過去に発生した竜巻による最大風速（ＶＢ１）
・竜巻最大風速のハザード曲線による最大風速（ＶＢ２）
・設計竜巻の最大風速（ＶＤ）
・設計竜巻の特性値（移動速度、最大接線風速、気圧低下量等）

設計荷重の評価
・設計竜巻による風圧力の設定
・気圧差による圧力の設定
・設計竜巻による飛来物の衝突による衝撃荷重の設定
・設計竜巻荷重の組み合わせ

建屋・構築物等の
構造健全性の確認

設備の構造健全性の確認

・設計荷重によって施設に生じる
変形・応力等の算定他

終了※

※ なお、竜巻随伴事象として想定される以下の事象の評価において、
竜巻防護施設の安全機能が維持されていることを確認する。

・火災
・溢水
・外部電源喪失

設計飛来物の設定 ・飛来物となる可能性のあるものの現地調査
・運動エネルギー等の算出による設計飛来物設定（飛来物の発生防止対策）

対 策 対 策

(健全性ＮＧ) (健全性ＯＫ) (健全性ＯＫ) (健全性ＮＧ)

・設計荷重によって施設に生じる
変形・応力等の算定他

２．竜巻に対する防護対象と影響評価の考え方
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３．竜巻影響評価の対象施設 1/3

3-1 竜巻評価対象施設
○「発電用軽水型原子炉施設の安全機能の重要度分類に関する審査指針」において安全機能を有する

構築物、系統及び機器に対する設計上の考慮※より、一般産業施設を超える機能維持を要求してい
るクラス１及びクラス２に属する構築物、系統及び機器を竜巻防護施設とする。

○ これに加えて、耐震設計上の重要度分類クラスにおけるＳクラス設備も竜巻防護施設とする。

○ 竜巻防護施設とそれを内包している建屋を対象に以下のフローに基づき評価対象施設を抽出した。

図 評価対象施設抽出フロー

※：①クラス１では、合理的に達成し得る最高度の信頼性を確保し、かつ、維持すること。
②クラス２では、高度の信頼性を確保し、かつ、維持すること。
③クラス３では、一般産業施設と同等以上の信頼性を確保し、かつ、維持すること。

【評価対象施設】

・原子炉建屋
・原子炉補助建屋

・海水ポンプ
・補助給水タンク、重油タンク
・格納容器排気筒
・ミニローリー（重油用）※１

クラス１及びクラス２
に属する構築物、

系統及び機器

屋外設備
No Yes

外殻となる施設等
による防護機能によって

設計竜巻荷重等による影響を
受けないことが確認

された設備
Yes

No

建屋・構築物等の構造健全性の
確認結果を基に抽出した設備

【評価対象施設】

クラス１及びクラス２に
属する系統及び機器を

内包している建屋

建屋・構築物等 設備（系統・機器）

【評価対象施設】

・蒸気発生器
・一次冷却材ポンプ
・充てんポンプ 他

【評価対象外】

耐震設計上の重要度分
類におけるＳクラスの系

統及び機器

・配管、弁及びろ過装置
　（原子炉補機冷却海水系統，補助給水系統）
・津波監視設備 ※１：非常用ディーゼル発電機の７日間

連続運転に必要な設備
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３．竜巻影響評価の対象施設 2/3

3-2 竜巻防護施設に波及的影響を及ぼし得る施設

竜巻防護施設に波及的影響を及ぼし得る施設の抽出にあたっては、竜巻を起因とする一次的影響

（竜巻の風荷重による影響、竜巻の気圧差による影響）を考慮する。

具体的には図１のフローに従い、竜巻防護施設に波及的影響を及ぼし得る施設を抽出した。

図１ 竜巻防護施設に波及的影響を及ぼし得る施設の抽出フロー 5

（11月14日 第47回審査会合資料抜粋）



３．竜巻影響評価の対象施設 3/3

図２ 評価対象施設及び波及的影響を及ぼし得る施設（屋外）

１号機

２号機

３号機

原子炉建屋 原子炉補助建屋

タービン
建屋

2-固体廃棄物貯蔵庫

１次系ボンベ庫

３号事務所

ミニローリー
（重油用）

ミニローリー
（重油用）

波及的影響を及ぼし得る施設の抽出範囲

・原子炉建屋
・原子炉補助建屋
・海水ピットポンプ室
・補助給水タンク
・重油タンク
・海水ピット水位計
・海面監視カメラ
・ミニローリー（重油用）

評価対象施設

波及的影響を及ぼし得る施設
・タービン建屋
・１次系ボンベ庫
・３号事務所
・2-固体廃棄物貯蔵庫
・海水ピットクレーン

海水ピットクレーン

海水ピット水位計

海水ピットポンプ室

格納容器排気筒

ミニローリー（重油用）

重油タンク

海面監視カメラ 補助給水タンク
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約１８
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伊方発電所

４．基準竜巻・設計竜巻の設定 1/7

4-1 竜巻検討地域の設定

図１ 伊方発電所を中心とする10万km2の範囲

（気象庁「竜巻等突風データベースより作成」）

○ 竜巻検討地域は、IAEAの基準※を参考にして、伊方発電所を中心とする10万km２（半径約180km）の範囲とする。
○ この範囲は、太平洋側、瀬戸内海、日本海側と気象条件が異なるが、四国地方は台風の通り道になっており、台風発生起因

の竜巻が多く発生している宮崎県及び高知県を含むことにより、竜巻発生数が増え保守的な設定が可能である。
○ また、伊方発電所は海岸線に立地していること及び、竜巻の発生がほとんど海岸線付近であることから、竜巻検討地域を海岸

線より海側5kmと陸側5kmの範囲（面積約26,600km２）とする。
※：IAEAの基準 : IAEA Safety Standards, Meteorological and

Hydrological Hazards in  Site Evaluation for
Nuclear Installations, Specific Safety Guide 
No. SSG-18, 2011

：竜巻発生地点

：伊方発電所を中心とする約１０万ｋｍ２の範囲

：竜巻発生数が多い地域

図２ 竜巻検討地域とその近傍での竜巻発生状況

（気象庁「竜巻等の突風データベースより作成」）

：海岸線より海側、

陸側各5kmのエリア

7
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４．基準竜巻・設計竜巻の設定 2/7

4-2 基準竜巻の設定

○ 基準竜巻の最大風速（ＶＢ）は、①過去に発生し

た竜巻による最大風速（ＶＢ１）と②竜巻最大風

速のハザード曲線による最大風速のうち大きな

風速を設定する。

①過去に発生した竜巻による最大風速(ＶＢ１)

日本で過去に発生した竜巻はＦ３スケールで

あった。Ｆ３スケールにおける風速は70～

92m/sであるため、ＶＢ１は92m/sとする。

②竜巻最大風速のハザード曲線による最大風速

（ＶＢ２）

気象庁「竜巻等の突風データベース」から竜巻検

討地域内における竜巻のデータを抽出し、ガイ

ド」に基づき算定する。

算定フローを右図に示す。
図 竜巻最大風速（ＶＢ２）の算定フロー
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４．基準竜巻・設計竜巻の設定 3/7

・竜巻影響エリアの設定

竜巻防護施設は図１のように建屋、海水ピットポンプ

室エリア及び重油タンクエリアと分散しているため、保

守的にそれぞれを包含する円形を竜巻影響エリアの面積

とする。（表１）

竜巻影響エリアの設置面積の合計は37,059m2であるこ

とから、保守的に直径220mの円（面積約38,000m2）を竜

巻影響エリアの設置面積とする。

0 100 200 300ｍ

表１ 竜巻影響エリアの面積

図１ 竜巻影響エリア

①原子炉建屋他 ②海水ピットポンプ室 ③重油タンク他

60m

80m

図２ 竜巻影響エリアの設置面積の考え方

220m

面積38,000m2

直径(m) 面積(m2)

①

・原子炉建屋
・原子炉補助建屋
・タービン建屋
・一次系ボンベ庫
・３号事務所

140×130
（18,200）

200 31,416

② ・海水ピットポンプ室
19×19
（361）

28 616

③
・重油タンク
・２－固体廃棄物貯蔵庫

60×50
（3,000）

80 5,027

21,561 － 37,059合計面積

番号 評価対象施設
設置寸法（m）

（面積m2）

竜巻影響エリア（円形）

9
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４．基準竜巻・設計竜巻の設定 4/7

○ 竜巻最大風速のハザード曲線

竜巻最大風速のハザード曲線による最大風速（ＶＢ２）の設定にあたって次のとおり考慮する。

年発生数の確率分布の設定において

・竜巻検討地域を海岸線から陸側及び海側それぞれ5kmの範囲

・少なくとも1km範囲

に算定し、そのうちＶＢ２が最も大きな値として設定される確率分布を設計で用いる。

この方法はＶＢの設定において検討すべきＶＢ２にも十分な保守性を考慮しておくためのものである。

一方、1km毎に範囲を区切った場合、十分なデータ数が得られないおそれがある。（表 参照）

以上より、相当に保守的ではあるものの、ＶＢ２を設定するために用いるハザード曲線を簡便に定める

ため、次の仮定をおく

・竜巻発生数は竜巻検討地域（沿岸±5km）の発生数とする。

・これら全てが、陸域0～1kmに寄与する。

これは、竜巻発生数を変えずに竜巻検討地域を1/10にすることで求めることができる。

Ｆ０ Ｆ１ Ｆ２ Ｆ３ 計

2km～5km 0 1 0 0 1

1km～2km 0 1 0 0 1

0km～1km 5 11 5 1 22

0km～1km 7 7 5 0 19

1km～2km 1 1 1 0 3

2km～3km 1 1 0 0 2

3km～4km 1 1 0 0 2

4km～5km 0 2 1 0 3

15 25 12 1 53

発生場所

海域

陸域

計

表 範囲毎の竜巻発生数
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４．基準竜巻・設計竜巻の設定 5/7

○ 竜巻最大風速のハザード曲線による最大風速（ＶB2）

設計基準事故の定義が10-3～10-4程度の 発生頻度であるが、データ数が十分でないことを踏まえ保守的

に一桁下げて、年超過率10-5 に相当する風速として、竜巻検討地域の面積を1/10（1km幅）にしたハザー

ドを採用し、最大風速（ＶＢ２）を、79m/sとする。（図 参照）

○ 基準竜巻の最大風速（ＶＢ）の設定

過去に発生した竜巻による最大風速(ＶＢ１)の方が 竜巻最大風速のハザード曲線による最大風速(ＶＢ２)

より大きいことから、基準竜巻の最大風速(ＶＢ)は、92m/sとなる。

また、ハザード曲線の基準竜巻の年超過確率は約2.5×10-6/年となる。

1.E-08

1.E-07

1.E-06

1.E-05

1.E-04

1.E-03

1.E-02

1.E-01

1.E+00

30 40 50 60 70 80 90 100 110

　Polya分布（含む通過1個） 　Polya分布（面積1/10）

竜巻風速  (m/s)

年
超
過

確
率

竜巻検討地域（沿岸±5km） 面積1/10：2,660km2

図 竜巻最大風速のハザード曲線 11
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４．基準竜巻・設計竜巻の設定 6/7

4-3 設計竜巻の設定（地形効果等による風の増幅効果の確認）

○ 伊方発電所は敷地背後に急峻な傾斜地をもつ狭隘な地形に立地しているため、地形効果による風の

増幅について確認する必要があることから、海上から上陸して斜面を上がっていく西側から襲来する

ケース、海上から上陸して半島を乗り越え斜面を下っていく南側から半島を直行して襲来するケース

の２ケースとし、数値流体計算により風の増幅について確認した。南側からのケースは下り斜面にお

ける増幅について確認するため、尾根・発電所間が最も短いルート（南東→北西）とした。

○ 数値流体計算の結果、竜巻防護施設が設置されているEL.+10m及び84mでは、海上での最大風速を下

回っており、増幅効果がないことを確認した。このため、設計竜巻の最大風速は、前述の評価結果ど

おり92m/sと設定した。（計算領域及び計算結果は次頁参照）

西 → 東

南東 → 北西

4-4 評価に用いる竜巻の特性値

評価に用いる竜巻の速度（VＤ）は、国内最大級の風速100m/sとした。

最大風速
ＶD(m/s)

移動速度
ＶT(m/s)

最大接線風速
ＶRm(m/s)

最大接線風速
半径Ｒm(m)

最大気圧低下量
ΔＰmax(hPa)

最大気圧低下率
(dp/dt)max
(hPa/s)

100 15 85 30 89 45

表 評価に用いる竜巻の特性値
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○ 地形効果等による風の増幅効果の確認

図4 計算領域※（南側ケース）

図5 数値流体計算結果（南側ケース） 発電所位置を示す

図1 計算領域※（西側ケース）

図2 数値流体計算結果（西側ケース）

○結果 ・西側ケース：発電所構内での風速は、上陸後、地形・建屋等の影響で風速は低下し、斜面を上った

EL+84mの高台においても海上での最大風速を下回っている。

・南側ケース：発電所構内での風速は、尾根からの下り斜面において渦構造が崩れ風速は弱まっている。

※地形図は国土地理院地図閲覧サービス（ウォッちず）より引用）

＊図中の数値は，最大瞬間風速を示す。

図3 発電所敷地内東西断面図
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5-1 設計飛来物の選定

○ 伊方発電所構内に存在する飛来物になり得る物品について現地調査を実施した。

○ 下図に示す設計飛来物の選定フローに基づき、評価に使用する設計飛来物を選定した。

○ 本選定にあたっては、風荷重による浮き上りによって代表飛来物となり得るか、また固縛対策等に

より飛来物発生が防止できるかを主な観点とした。

図 設計飛来物の選定フロー

現地調査より飛来物となる可能性が
あるもの（想定飛来物）を選定

想定飛来物をサイズ、
特性により分類

想定飛来物について空力パラメータ
及び運動エネルギー等を算出

空力パラメータが
0.0028以上か

飛来物とならない
有効な対策は取り得るか

（浮上しない）
　　　Ｎｏ

検討すべき飛来物
①‐1～3　：砂利
②‐1～8　：パイロン等
③‐1～2　： 等
③‐3～8　：チェッカープレート、グレーチング等
④‐1～5　：看板等
⑤‐1,2,5   ： 、仮設足場等
⑦‐2 　　　：

⑤‐6,7,8 ：仮設資材、鋼製階段、水中ポンプ
⑥‐1～6,9 ： 、テント、プレハブ小屋、

自動販売機
⑦‐6,7,8 ：ミニローリー、消防自動車、モニタ車

⑥‐7,8　　　：給水タンク、配電盤
⑦‐1,3,4,5　： 、建設重機（クレーン）

電源車、大型ポンプ車

（浮上する）
Ｙｅｓ

Ｎｏ

竜巻影響評価ガイドの飛来物設定
例に基づき代表飛来物を選定※１

・鋼製パイプ　：③‐1
・鋼製材 ：⑤‐1

※１竜巻影響評価ガイドの飛来物設定例にあるコンクリート板、
コンテナ及びトラックについては、上記フローにおいて対策
または評価不要と判断。

横滑りする
可能性があるか

個別評価不要

⑤‐3　：

Ｙｅｓ

Ｎｏ

固縛対策または離隔
等にて横滑りに対す
る対策は取り得るか

Ｎｏ

Ｙｅｓ

個別評価不要

①‐4　：砂利
⑤‐4　：鋼板

固縛対策等により飛来物とならない 個別評価不要
Ｙｅｓ

★

評価により防護施設へ影響
を及ぼさないことを確認

代表飛来物
代表飛来物に包含される飛来物の

寸法及び運動エネルギー

鋼製パイプ

鋼製材

最小断面積：50mm×50mm以上
運動エネルギー：11kJ以下

最小断面積：鋼製パイプ超
運動エネルギー：190kJ以下

・乗用車：⑦‐2

検討すべき飛来物において
特性データ（寸法、運動エネル
ギー等）により代表飛来物に

包含される物品か

Ｎｏ

Ｙｅｓ

（代表飛来物に選定）

代表飛来物に包含される物品

①‐4　：砂利

②‐1～8　：パイロン等
③‐2～8　：チェッカープレート、グレーチング等
④‐1～5　：看板等
⑤‐2,4,5   ：仮設足場等

竜巻防護施設に影響を
及ぼす可能性があるか

①‐1～3　：砂利※２

Ｎｏ

Ｙｅｓ
※２ 砂利による竜巻防護施設への影響評価を実施

★

14
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図 設計飛来物の軌跡評価イメージ

5-2 設計飛来物の設定

設計飛来物の最大速度、飛散距離及び飛散高さは、竜巻による風速場の中の設計飛来物の軌跡により
計算した。

仮定する風速場は鉛直方向には構造が変化しないランキン渦とし、その風速場の中で、質点系にモデ
ル化した設計飛来物が、相対速度の２乗に比例した抗力を受けるものとし、設計飛来物の運動は（１）

式※にて求める。

・・・・・・（1）JxxVxxVx mgttttACtm D −−−= |)())((|))())((()( 2
1 &&&& ρ

ｍ：飛来物の質量

Ａ：代表面積

ＣＤ：抗力係数（３方向の面積で重みづけした平均）

：時刻ｔでの飛来物の位置

：時刻ｔでの飛来物の速度

：時刻ｔでの飛来物の加速度

：時刻ｔでの飛来物位置での風速

ρ：空気密度

ｇ：重力

Ｊ：重力方向成分のみ1のベクトル

評価においては時間刻みを0.01秒とし、（１）式を離散

化することで計算をした。図に設計飛来物軌跡評価のイ

メージを示す。

真上から見た図

真横から見た図

高さ４０ｍ

０ｍ)(tx
)(tx&
)(tx&&
))(( txV

[参考文献]※：E. Simiu & R. H. Scanlan: Wind Effect on Structures, p.397, Wiley, 1977. 15
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5-3 飛来物の発生防止対策

○ 飛来物発生防止対策としては、固縛、固定化及び竜巻防護施設との離隔の３手段があり、以下にそ
の内容を示す。

（１）固縛
運動エネルギーの大きな物品については、設計竜巻風速と受圧面積から風荷重を算出し、それ

に耐え得る強度を有する連結治具、ロープ、アンカーにより、固縛する。

（２）固定化
固定化が可能な物品については、設計竜巻風速と受圧面積から風荷重を算出し、それに耐え得る

強度を有する固定プレート、アンカーにより基礎コンクリートに固定する。

（３）竜巻防護施設との離隔
固縛や固定化による対応が図りがたい物品については、設計竜巻風速による飛散距離を算出し、

それに基づき竜巻防護施設との離隔を図る。

○ 維持管理

・ 定期的なパトロールにより、飛来物発生防止対策の状況を確認し、適切に維持する。

・ 上記飛来物発生防止対策の状況の確認については、社内規定に反映し、これに基づき管理する。

○ 竜巻監視とその対応

・ 気象警報(「雷注意報」等)が中央制御室に発信されると、運転員がインターネット等により竜
巻注意情報の有無を確認する。竜巻注意情報が発令されたことを確認すれば、運転員はページ
ングで屋外作業員に周知し、竜巻が発生しやすい兆候があれば、建屋開口部の閉鎖等の対応を
行う。

・ なお、同時に運転員は、ページングで屋外作業員に対し、周囲の空の状況により屋内へ退避す
る旨放送する。

16
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5-4 飛来物発生防止対策の例

［例］電源車

長さ×幅×高さ 15.40m×1.60m×4.10m

重量 40,000kg

（１）荷重の算出

＜竜巻＞

車両の受圧面積

Ａ＝15.40 m×4.10 m＝63.2 m2

風荷重（風速 Ｖ＝100 m/sと設定）

Ｐｗ＝1/2×ρ×Ｃ×Ｖ2×Ａ

＝1/2×1.22×1.4×1002×63.2

＝539.8 kN

ここで、ρ：空気密度（1.22 kg/m3）

Ｃ：風力係数（1.4と設定）

なお、保守的に鉛直方向にもＰｗが作用するものとする。

（２）ワイヤの選定

５本のワイヤを使用する場合は、上記の荷重（竜巻または地

震）を受ける場合、ワイヤ張力は√2＊539.8 kN／5本＝152.7 kN

となるため、この張力に安全率（3とする）を踏まえたワイヤを

選定する。

（３）ターンバックルの選定

ワイヤの選定同様に、発生する荷重に耐えることのできるも

のを選定する。

（４）アンカーボルトおよびアンカー基礎の設計

上記のワイヤ張力及び基礎地盤性状を考慮して設計する。

（５）ワイヤ固縛方法

図に固縛方法のイメージを示すが、実際の車両及び保管場所

を確認し、具体的な固縛方法を設計する。

＜固定方法＞

発電機架台のピースにワイヤーを掛け、

ターンバックルにてアンカと固定する。

ワイヤー

ターンバックル

アンカー

ピース

図 電源車のワイヤによる固縛イメージ
17
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６．設計荷重の設定 1/2

6-2 設計竜巻による風圧力による荷重（ＷＷ）

設計竜巻の最大風速（ＶＤ）による風圧力（ＰＤ）は、ガイドに従い算定する。

Ｗｗ＝ＰＤ＝ｑ・Ｇ・Ｃ・Ａ

ｑ：設計用速度圧 ｑ＝(1/2)･ρ･ＶＤ
2

Ｇ：ガスト影響係数(＝1.0) ρ：空気密度

Ｃ：風力係数 ＶＤ：設計竜巻の最大風速

Ａ：施設の受圧面積

6-3 設定設計竜巻における気圧低下によって生じる評価対象施設内外の気圧差による荷重（ＷＰ）

設計竜巻による評価対象施設内外の気圧差による圧力は、ガイドに従い算定する。

ＷＰ＝ΔＰmax･Ａ ΔＰmax：最大気圧低下量

Ａ：施設の受圧面積

最大風速
ＶD(m/s)

移動速度
ＶT(m/s)

最大接線風速
ＶRm(m/s)

最大接線風速
半径Ｒm(m)

最大気圧低下量
ΔＰmax(hPa)

最大気圧低下率
(dp/dt)max
(hPa/s)

100 15 85 30 89 45
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6-1 設計竜巻による風圧力による荷重

設計に用いる竜巻の速度は、100m/sとし、以下の特性値を用いるものとする。（再掲）



６．設計荷重の設定 2/2

6-4 設計飛来物による衝撃荷重（ＷＭ）

表に設計飛来物の諸元を示す。乗用車は伊方発電所での飛来物調査結果を基に、質量を保守的に2,000

kgと設定する。

設計飛来物が衝突した際の評価対象物の質量、加速度により衝撃荷重（ＷＭ）を算出する。

表 伊方発電所における設計飛来物の諸元（竜巻最大風速：100m/s)

6-5 設計竜巻荷重の組み合わせ

評価対象施設の評価に用いる設計竜巻荷重は、設計竜巻による風圧力による荷重(ＷＷ)、気圧差による

荷重(ＷＰ)、及び設計飛来物による衝撃荷重(ＷＭ)を組み合わせた複合荷重とし、以下の式により算定する。

ＷＴ１＝ＷＰ ＷＴ１，ＷＴ２：設計竜巻による複合荷重

ＷＴ２＝ＷＷ＋0.5･ＷＰ＋ＷＭ ＷＷ ：設計竜巻の風圧力による荷重

ＷＰ ：設計竜巻の気圧差による荷重

ＷＭ ：設計飛来物による衝撃荷重

鋼製パイプ 鋼製材 乗用車

長さ×直径 長さ×幅×奥行き 長さ×幅×奥行き

2×0.05 4.2×0.3×0.2 4.6×1.6×1.4

8.4 135 2,000
最大水平速度

(m/s) 49 57 47
最大鉛直速度

(m/s) 33 38 32
運動エネルギー

（kJ） 11※1 226※1 2,210
運動エネルギー（鉛直）

（kJ） 5※2 98※2 1,024
        ※1：ガイドの参考文献（３）に記載されている値。
        ※2：最大鉛直速度より算出した値。

飛来物の種類

サイズ
(ｍ)

質量(kg)

本評価
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７． 構造健全性確認 1/2

構
造
骨

組
の
評
価

部
位
（

屋
根
・
壁
）

の

評
価

部
位
（

扉
）

の
評
価

複合荷重WT1(WP)、

WT2(WW+0.5WP+WM)

による評価

NG

対策

OK

対策

NG

OK

評価終了

対策

複合荷重WT1(WP)

による評価

NG

YES

NO

対策

Ａ扉 Ｂ扉 Ｃ扉

飛来物が貫通す
ると竜巻防護施
設に影響を及ぼ

す扉か

YES

NO

NG NG

対策

OK

風圧力を受ける
位置にある扉か

複合荷重WT1(WP)、

WT2(WW+0.5WP)

による評価

複合荷重WT1(WP)、

WT2(WW+0.5WP+WM)

による評価

OK OK

建屋評価

複合荷重WT1(WP)、

WT2(WW+0.5WP+WM)

による評価

7-1 ６．の設計荷重の組み合わせに基づき、以下のフローに沿って建屋・構築物及び機器の構造健全性確認を

実施する。

○ 建屋・構築物の構造健全性確認フロー

 ＷＷ：風圧力による荷重

 ＷＰ：気圧差による荷重

 ＷＭ：飛来物による衝撃荷重

竜巻防護施設の
外殻となる施設

隣接建屋

竜巻防護施設の
外殻となる施設

隣接建屋

：竜巻防護施設

：Ａ扉
（飛来物の貫通により建屋内の竜巻防護施設に影響を及ぼし得る外壁面の扉）

：Ｃ扉（隣接建屋に接する扉）

：Ｂ扉
（飛来物の貫通により建屋内の竜巻防護設備に影響を及ぼさない外壁面の扉）

凡例

イメージ図

竜
巻
防
護
施
設
の
外
殻
と
な
る
施
設

影
響
を
及
ぼ
し
得
る
施
設

竜
巻
防
護
施
設
に
波
及
的

複合荷重WT1(WP)、

WT2(WW+0.5WP+WM)

による評価

NG

対策

OK

評価終了

建屋・構築物評価

構
造
骨

組
・
構
造
の
評

価

７．構造健全性確認以降は、今後の国の審査の

状況によっては内容の変更があります
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７ 構造健全性確認 2/2

○ 機器の構造健全性確認フロー
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８ 竜巻防護対策 1/2

8-1 構造健全性評価を踏まえ、竜巻に対する耐性を確保する観点から現在、防護対策工事の具体化を進めている。
以下に対策例を示す。

【建屋における飛来物防護対策例】

燃料取扱棟

外周コンクリート壁

原子炉
周辺建屋

原子炉補助建屋

タービン建屋
内張り材（必要に応じて） 鋼板

緩衝材（必要に応じて）

コンクリート躯体

内張り材（必要に応じて） 鋼板
緩衝材（必要に応じて）

コンクリート躯体

塔屋

Ａ扉

アルミパイプ

防護板

止水扉

燃料取扱棟（折板壁）

防護金網（建屋構造材を利用して敷設）

Ａ扉

防護ネット

コンクリート防護壁

凡例

：竜巻防護施設

：Ａ扉
（飛来物の貫通により建屋内の竜巻防護施設に影響を及ぼし得る外壁面の扉）

凡例

：竜巻防護施設

：Ａ扉
（飛来物の貫通により建屋内の竜巻防護施設に影響を及ぼし得る外壁面の扉）
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８ 竜巻防護対策 2/2

【機器における飛来物防護対策例】

海水ピット全体を防護金網で覆うことにより、
飛来物から防御する。

海水ポンプ、配管等

タンク外面に保護カバーを取り付けることに
より、飛来物の衝撃を吸収する。

概 要

概念図

重油タンク対 象

約
2
00

m
m

重油タンク保護カバー取付範囲

重油タンク鋼板
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